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1. 雇用管理 過労・ストレスによる疾患と対策 

 7月 6日、厚生労働省は平成 29年度の｢過労死等の労災補償状況｣を公表しました。この資料によれば、過労等を原因

とする脳・心臓疾患と精神障害の労災請求申請は、ともに増加傾向にあります。ここでは、過労防止のために国が進めて

いる対策等も含めて、論点を整理していきます。 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 

１．公表内容の概要 

 厚生労働省は、過重な仕事やストレスが原因で発症し

た脳・心臓疾患、精神障害の状況について、労災請求件

数や支給決定件数等を年1回取りまとめています。今回

の公表内容からは、支給決定（＝業務上疾病と認定され

た）件数は年度によってばらつきがあるものの、請求件

数については増加傾向にあることがわかります（下図）。 

 支給決定件数については、脳・心臓疾患では｢40～

49歳｣｢50～59歳｣(共に97件)｢60歳以上｣(32件)の中

高年層が上位を占めるのに対し、精神障害では｢40～

49歳｣(158件)｢30～39歳｣(131件)｢20～29歳｣(114

件)と続き、若年・壮年層が上位を占めています。 

 

 

 

 

２．国や会社の取り組み 

 この問題に関連し、政府は7月24日に「過労死等の

防止のための対策に関する大綱」の変更について閣議

決定しました。今回の大綱では、勤務の終業時間と翌

日の始業時間に一定時間以上の休息期間を設ける「勤

務間インターバル制度」の周知や導入について、初め

て数値目標が設定され、昨年時点で1.4%であった割

合を2020年までに10%以上にするとしています。そ

の他以下のような対策について、数値目標が定められ

ています。 

１ 
週労働時間60時間以上の雇用者割合を5%以下とする
（2020年まで） 

２ 
年次有給休暇の取得率を70%以上とする 
（2020年まで） 

３ 
メンタルヘルス対策に取組んでいる事業場の割合を
80%以上とする（2022年まで） 

４ 
仕事上の不安、悩みまたはストレスについて、職場に
事業場外資源を含めた相談先がある労働者の割合を
90%以上とする（2022年まで） 

５ 
ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用
した事業場の割合を60%以上とする（2022年まで） 

 また、前項で見たとおり精神障害の労災支給決定件

数が多い若年労働者や脳・心臓疾患の労災支給決定件

数が相対的に多い高年齢労働者、さらに個々の特性に

応じた雇用管理を求められることが相対的に多い障害

者等については、各々の特性に応じたきめ細かな配慮

を行うべきとし、具体的な取り組みが示されています。 

【脳・心臓疾患の請求、決定および支給決定件数の推移】 

【精神障害の請求、決定および支給決定件数の推移】 

※平成 29年度「過労死等の労災補償状況」別添資料を一部加工 
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2. 災害対応 甚大な災害があった場合の特例措置 

 本年7月、大規模な豪雨や台風が西日本を中心とした地域に大きな被害をもたらしました。今回のような甚大な災害の

場合、国は被災者を救済するために、財政援助・助成措置を講じる場合があります。どのような時にどのような措置があ

るのか、過去の事例等も振り返りながら確認してまいります。 
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
  
 
                                                          

災害名 主な被災地域 雇用保険法特例の適用 

平成 28年 

熊本地震 熊本県等 ○ 

梅雨前線 熊本県・宮崎県  

台風第 7号・第 11号・第 9号・第 10号等 北海道・岩手県  

台風第 16号 宮崎県・鹿児島県  

平成 29年 

梅雨前線（九州北部豪雨等）、台風第 3号 福岡県・大分県・秋田県  

台風第 18号 京都府・愛媛県・大分県  

台風第 21号 新潟県・三重県・近畿地方  

平成 30年 梅雨前線（7月豪雨等）、台風第 5号・第 6号・第 7号・第 8号 岡山県・広島県・愛媛県 ○ 
 

 

例えば若年労働者に対しては、「雇入れ時における労働時

間等の労働条件の明示」、「新規採用時の労働関係法令の内

容周知」、「ワークライフバランスのとれた働き方の促進」、

「職場におけるメンタルヘルス対策の充実」等、職場環

境の整備に関する取り組みを推進するとしています。 

 これらの事項はあくまで国の対策を大まかに定めた指

針であり、現段階での会社の責任や義務を定めたもので

はありません。ただし一方で、先日議決された働き方改

革関連法案では、有給休暇5日以上の消化が義務化（2019

年4月より）される等、過労防止に向けた動きは、法制度

としての整備も併せて総合的に進みつつあります。 

 

３．おわりに 

 会社は労働者に対する安全配慮義務を負うため、労働

者の心身には十分に配慮しなければなりません。また、

人口減少下で業務を運営していくには、人材の確保・定

着や生産性の向上が急務であり、その前提となる労働者

の健康については、会社運営の観点からも、今後ますま

す重要な位置を占めると考えられています。労働者の健

康や働き方に配慮することは、過労対策としてのリスク

ヘッジになるだけでなく、これからの会社に求められて

いる成長戦略ともいえるでしょう。 

 

 

１．激甚災害制度 

 政府は、国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ当該

災害による地方財政の負担を緩和し、または被災者に

対する特別の助成措置を行うことが特に必要と認めら

れる災害が発生した場合、その災害を『激甚災害』と

して指定し、適用すべき措置を併せて決定します。 

 激甚災害に指定されると様々な財政助成措置が講じ

られますが、本稿では会社の人事労務に関わる部分に

ついて取り上げます。 

 

２．雇用保険の給付に関する特例 

 激甚災害に指定された地域にある事業所が災害のた

め事業休止や事業廃止となった場合、その事業所で働

く雇用保険の被保険者が就労できず、また賃金も受け

取れない状態にあるときは、“失業しているものとみな

して”基本手当（いわゆる失業給付）を受けられるよう

になる場合があります（激甚災害法の雇用保険の特

例）。この特例の適用の有無は災害ごとに判断されます

が、平成28年熊本地震や今夏の豪雨では適用されてい

ます。 

 

３．会社が行うべき手続きや留意点（雇用保険の特例措置） 

 雇用保険の被保険者が休業により激甚災害法の雇用

保険の特例を利用する場合、休業開始日から30日以内

に「雇用保険被保険者休業証明書」（雇用保険被保険者

資格喪失届と離職証明書、それぞれの余白に“休業”と赤

色で表示をして作成）を、管轄ハローワークに提出する

必要があります。この際、被災によって諸々の要件（30

日以内の提出や管轄のハローワークへの提出、賃金額の

証明書類の添付等）を満たすことが困難である場合は、

事情に応じて別の手段をとったり、猶予を受けたりする

ことができます。 

 また事業の休止・廃止については、事業所が激甚災害

法の指定を受けた地域外にあったとしても、労働者が激

甚災害法の指定を受けた地域にある就業場所で就労し

ており、当該就業場所が災害を受けたことにより休止・

廃止した場合には、雇用保険の特例の対象になります。

一方で、激甚災害の指定を受けた地域にある本社が休業

し、激甚災害法の指定を受けていない地域にある支店が

（災害の影響は受けていないものの）本社が休業したこ

とにより休業した場合には、特例の対象とはなりません。 

※内閣府「防災情報のページ」を一部加工 



- 3 - 

                                               

Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、１ページ目の「過労・ストレスによる疾患と対策」に

関連する豆知識をお伝えします。 

 

Q． 
精神障害で支給決定となったケースですが、個々の状況について、内訳はどのような

ものなのでしょうか。 

A． 厚生労働省発表のデータがありますので、ご紹介します。 
  
【精神障害の支給決定件数（状況別内訳）】※（ ）内は女性の件数で、内数となります 
 

出来事の累計 具体的な出来事 支給決定件数 

  事故や災害の体験 
（重度の）病気やケガをした 26 ( 5 ) 

悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 63 ( 32 ) 

  仕事の失敗・過重な責任の発生等 

業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした 6 ( 1 ) 

会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした 8 ( 1 ) 

会社で起きた事故、事件について、責任を問われた 1 ( 0 ) 

業務に関連し、違法行為を強要された 3 ( 1 ) 

達成困難なノルマが課された 1 ( 0 ) 

ノルマが達成できなかった 2 ( 1 ) 

新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になった 5 ( 2 ) 

顧客や取引先から無理な注文を受けた 2 ( 1 ) 

顧客や取引先からクレームを受けた 4 ( 1 ) 

  仕事の量・質 

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった 64 ( 13 ) 

1ヵ月に 80時間以上の時間外労働を行った 41 ( 4 ) 

2週間以上にわたって連続勤務を行った 48 ( 6 ) 

勤務形態に変化があった 1 ( 0 ) 

  役割・地位の変化等 

退職を強要された 5 ( 2 ) 

配置転換があった 11 ( 1 ) 

転勤をした 3 ( 0 ) 

自分の昇格・昇進があった 1 ( 0 ) 

部下が減った 1 ( 0 ) 

  対人関係 

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、または暴行を受けた 88 ( 25 ) 

上司とのトラブルがあった 22 ( 8 ) 

同僚とのトラブルがあった 1 ( 0 ) 

理解してくれていた人の異動があった 1 ( 1 ) 

  セクシュアルハラスメント セクシュアルハラスメントを受けた 35 ( 35 ) 

  特別な出来事、その他 63 ( 20 ) 

  合計 506 ( 160 ) 

※平成 29年度「過労死等の労災補償状況」別添資料を一部加工 

 

４．雇用調整助成金の特例 

 雇用調整助成金とは、事業活動の縮小を余儀なくさ

れた事業主が、一時的な休業や出向等で労働者の雇用

維持を図った場合、休業手当や賃金等の一部を助成す

るもので、災害とは関係なく利用することができます。 

 今夏の豪雨では、災害に伴う「経済上の理由(※)」

により休業等を余儀なくされた事業所の事業主（被災

地以外の事業所も含む）について、助成率の引き上げ

や受給要件の緩和等が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

※平成30年7月豪雨の影響に伴う「経済上の理由」の例 
●取引先の浸水被害等のため、原材料や商品等の取引が 

できない場合 

●交通手段の途絶により、来客がない、労働者が出勤 

できない、物品の配送ができない場合 

●電気・水道・ガス等の供給停止や通信の途絶により、 

営業ができない場合 

●風評被害により、観光客が減少した場合 

●事業所、設備等が損壊し、修理業者の手配や修理部品 

の調達が困難なため、早期の修復が不可能であること 

による事業活動の阻害 
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3. 提  供 『経営に役立つビジネスリポート』を無料でご提供いたします！ 

弊所がお届けする“ビジネスリポート”は、経営に役立つ情報が満載です！ 

例えば「マネジメント関連」では経営戦略、企画・営業、広報、生産・物流、 

人事管理等の情報を、「ビジネス関連」では卸・小売、食品、製造、不動産、 

情報・通信等の各業界情報を、その他「ビジネス以外」では、生活分野、 

健康、環境、豆知識など、多岐にわたる経営情報を取り揃えております。 

以下の中からご興味があるテーマがございましたら、弊所あてにお電話 

いただくか下記フォームに必要事項をご記入のうえＦＡＸをお送りください。 

ご希望のリポートを“無料”にてお届けいたしますので、お気軽にお申し込みください。 

今月のおすすめビジネスリポート 

マネジメント関連 

リポート番号 タイトル 内容 

＃1867 

（全 5ページ） 
「福利厚生費」と「給与」の線引き 

・経営者が知っておきたい税務上の福利厚生費の取り扱い 

・福利厚生費とみなし給与 

・判断に迷いやすい事例                      

＃1875 

（全 9ページ） 
スケジュールで確認する軽減税率導入前の準備 

・2019年 10月以後に控える消費税改正の概要 

・軽減税率制度の導入 

・適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス方式） 

・事業者に必要な準備およびスケジュール       

・軽減税率対策補助金 

＃1865 

（全 8ページ） 
今の働き方に合った企業年金のポイント 

・賃金の後払いから資産形成へ 

・企業年金の基礎知識 

・確定拠出年金法等の主な改正 

・財形貯蓄や職場つみたてNISAを活用した資産形成    他 

＃1846 

（全 7ページ） 
払い過ぎていませんか？ 固定資産税 

・普段意識されにくい固定資産税 

・固定資産税の仕組み 

・忘れてはいけない償却資産の申告 

・固定資産税をチェックしてみよう           

ビジネス関連 

＃1878 

（全 6ページ） 
新しい市場が広がる「キャンプ」関連業界の動向 

・10年に 1度のビッグトレンド 

・グランピングの関連データ 

・グランピングのポジショニング 

・広がる？ ビジネスチャンス             他 

 

お気軽にご用命ください 
TEL ＞＞＞ 03-5624-2395 
FAX ＞＞＞ 03-5624-2396 

 

貴社名  ご担当者様 
部署・所属 

所在地 〒 

E-mail  Tel  

ご希望のリポート番号  

※ご記入いただきました個人情報は、ビジネスリポートのご案内およびお届けすることを目的とし、それ以外では利用いたしません。 

 
 
 

お困りのことがございましたらお気軽に弊所までご相談ください。 


